
証券コード 4664
平成29年６月14日

株 主 各 位
東京都豊島区東池袋三丁目１番３号

サンシャインシティ ワールドインポートマートビル９階

代表取締役社長 金 井 宏 夫
　

第47回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第47回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く

ださいますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記の「議決権の代理行使の

勧誘に関する参考書類」をご検討いただき、同封の委任状用紙に賛・否をご表示、

ご押印のうえ、折返しご返送くださいますようお願い申し上げます。
敬 具

記
　

１. 日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時
(受付開始は午前９時30分です)

２. 場 所 東京都豊島区東池袋三丁目１番３号
サンシャインシティ ワールドインポートマートビル５階
　 コンファレンスルーム「Room４」
(ご来場の際は、末尾に記載の会場ご案内図をご参照ください)

３. 会議の目的事項

報告事項 １．第47期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業
報告、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第47期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算
書類の内容報告の件

決議事項

第１号議案 取締役８名選任の件

第２号議案 補欠監査役１名選任の件

第３号議案 退任取締役１名への退職慰労金贈呈の件

第４号議案 役員の退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給の件

　各議案の概要は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」33頁か
ら36頁に記載のとおりであります。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申し上げます。

◎事業報告、連結計算書類および計算書類の記載事項に修正が生じた場合には、インターネット
上の当社ウェブサイト(http://www.trsc.co.jp/)に、修正後の内容を掲載させていただきます
のでご了承ください。
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(添付書類)

事 業 報 告

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

　

１．企業集団の現況に関する事項
　

(1) 事業の経過および成果
　

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和を背景

とした雇用・所得環境の改善の動きが見られたものの、材料費、人件費の上昇による

企業収益の圧迫、個人消費や設備投資の伸び悩みに加え、中国をはじめとする新興国

の経済減速懸念、英国のEU離脱問題による欧州経済の動揺に加え、米国の新政権にお

ける政策の動向もあり、為替、株価が乱高下する等、先行き不透明な状況で推移いた

しました。

　また、当社グループを取り巻く環境におきましても、お客さまからのコスト削減要

請等が続いている状況にあることから、厳しい状況で推移いたしました。

　こうした状況のもと、当社グループは引き続き「お客さま第一主義」に徹した経営

姿勢を貫き、業務品質の向上に取り組むとともに、お客さまのニーズに合った提案型

営業を推進し、新規業務の受注や既存先の仕様拡大等に繋げることができました。

　費用面におきましては、更なる原価管理の徹底、ならびに販売管理費の削減に努め

てまいりましたが、人材の確保・教育訓練等の費用の増加から、利益面では厳しい状

況で推移いたしました。

　この結果、当連結会計年度におきましては、売上高は55億6,176万円（前年同期比

1.9％減）となりました。利益面につきましては、経常損失は813万円（前年同期は

6,035万円の経常利益）、親会社株主に帰属する当期純損失につきましては、繰延税金

資産の取崩し等もあり、2,588万円（前年同期は2,681万円の親会社株主に帰属する当

期純利益）となりました。

　セグメント別の概況は次のとおりであります。

【建物総合管理サービス事業】

　建物総合管理サービス事業につきましては、企業間競争やお客さまからのコスト削

減継続に加え、従前より懸案となっております人材不足と高齢化が同様の問題として

顕著に現われ、人材の確保におきましても厳しい状況で推移いたしました。

　このような状況のもと、工事業におきましては、昨年に引き続きシャッター改修工

事やエレベーター改修工事等の大型修繕工事を受注し、業績に寄与することができま

した。また、主力業務である警備業におきましては、既存先へのセキュリティ強化の

提案と、新規のお客さまへの継続的な営業推進により、新規に常駐契約を受注いたし

ました。しかしながら、臨時警備業務におきましては、人材の獲得不足ならびに価格

競争により、業務の受注が大きく伸び悩みました。

　費用面におきましては、人材の新規採用に伴う募集費用、品質向上に向けた教育訓

練の強化による費用の増加から利益面でも厳しい状況で推移いたしました。

　この結果、売上高は42億8,739万円（前年同期比0.8％減）となり、セグメント利益

は2億6,878万円（前年同期比21.7％減）となりました。
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【人材サービス事業】

　人材サービス事業につきましては、国内の景況感は海外情勢の影響等により不透明

感があるものの、全体として回復基調で推移する中、雇用情勢におきましては、有効

求人倍率は依然として高い水準で推移しており、企業の労働力確保に関する雇用意識

は依然高く、人材派遣のニーズも継続して増加傾向にあります。

　このような状況のもと、関東地区においては一般事務派遣や企業データ入力業務の

要請を受ける等、積極的に営業を展開してまいりましたが、人材の確保は困難を極め、

売り上げは前年を下回る結果となりました。一方で関西・中部地区においては、既存

顧客に対する深耕開拓によるイベント運営の受託、その他コールセンター派遣の安定

等により、利益は前年を上回ることができました。

　この結果、売上高は11億8,364万円（前年同期比5.5％減）となりましたが、セグメ

ント利益は4,381万円（前年同期比23.5％増）となりました。

【介護サービス事業】

　介護サービス事業につきましては、増大する社会保障費用に対する削減圧力が強ま

っており、法改正による介護報酬の削減や競合の激化等、事業を取り巻く環境は依然

として厳しい状況が続いております。

　このような状況のもと、平成28年４月にケアマネージャーおよびサービス提供責任

者を新たに採用し、新規の介護サービス利用者獲得を進めてまいりましたが、利用を

終了される方も多数発生しており、採用によるコスト上昇をカバーするまで至ってお

りません。

　この結果、売上高は9,072万円（前年同期比2.9％減）となり、セグメント損失は541

万円（前年同期は13万円のセグメント損失）となりました。
　

(2) 設備投資等の状況

　当期中に実施いたしました主要な設備投資の実施額は35,239千円であり、その主な

ものは次のとおりであります。
　

建 物 車 両 工具器具備品 構築物 ソフトウェア仮勘定

千円 千円 千円 千円 千円

― 357 1,402 ― 33,480
　

(3) 資金調達の状況

　当期において、長期および短期借入金の返済等に充当するため、金融市場の動向を

注視し、長期借入金により資金調達を行いました。
当期の主要な資金調達

区 分 金 額 （千円）

長期借入金 450,000
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(4) 財産および損益の状況の推移
期 別

項 目

第44期
(平成26年３月期)

第45期
(平成27年３月期)

第46期
(平成28年３月期)

第47期
当連結会計年度
(平成29年３月期)

売 上 高 (千円) 5,264,491 5,414,972 5,669,398 5,561,765

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 ( △ )

(千円) 60,933 78,760 60,355 △8,137

親 会 社 株 主 に 帰 属
する当期純利益又は
親 会 社 株 主 に 帰 属
する当期純損失(△)

(千円) 60,858 50,863 26,813 △25,885

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) 20.74 17.33 9.14 △8.82

純 資 産 (千円) 1,238,775 1,257,739 1,254,763 1,258,127

総 資 産 (千円) 3,439,810 3,611,096 3,359,356 3,235,557

(注) １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失(△)は、期中平均株式数（期中平均自己株式
数を控除した株式数）に基づき算出しております。
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(5) 対処すべき課題

　今後の日本経済は、雇用・所得環境の改善傾向が続く中で、政府の各種経済政策お

よび日本銀行の金融政策の効果もあり、緩やかに回復していくことが期待されます。

一方で、中国をはじめとする新興国の経済の先行きや、米国における金融政策正常化

および新政権が与える世界経済への影響等、先行き不透明な状況が続くと思われます。

　このような環境下におきましても、当社は品質の高いサービスを提供するために、

ISO9001を活かした教育訓練を実施し、コスト管理体制を一層強化するとともに、

ISO27001に基づいた情報セキュリティの維持・向上を図り、業績の向上に取り組んで

まいります。

　配当につきましては、利益剰余金の状況等を勘案し、誠に遺憾ではありますが、無

配とさせていただきたく、ご了承賜りますようお願い申し上げます。

　なお、早期に復配できる体制を整え、株主の皆さまのご期待に沿うよう努力してま

いります。

　建物総合管理サービス事業につきましては、多種多様なお客さまのニーズに迅速か

つ的確な対応を図ることで、お客さまとの信頼関係を強固にし、既存先への深耕開拓

営業による受注拡大に邁進してまいります。さらに、「2020年東京オリンピック・パラ

リンピック競技大会」の開催に伴い、人材の確保、品質向上に向けた教育の強化、積

極的な提案営業を実施し、常駐警備業や建物管理業の新規獲得を推進してまいります。

　人材サービス事業につきましては、さらに企業の労働力確保の意識が高まることか

ら、コンプライアンスを重視した営業活動およびスタッフへの研修教育を推進すると

ともに、お客さま・派遣スタッフ双方とのコミュニケーションを図る体制を強化し、

引き続き派遣業務ならびにイベント業務の受託を中心に、深耕開拓・新規営業を推進

してまいります。

　介護サービス事業につきましては、増大する社会保障費用への対策として、さらな

る介護報酬の削減や、介護保険の適用範囲縮小を検討しているとの報道がなされてお

りますが、前年度に続き、人員の増員と定期的な研修の強化による従業員の一層のレ

ベルアップを図り、お客さま支援を充実することにより事業規模の拡大に取り組んで

まいります。

　株主の皆さまには、なお一層のご指導、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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(6) 重要な子会社ならびに企業結合等の状況
　①重要な子会社の状況

会 社 名 所 在 地 資 本 金 当社の持株比率 主要な事業内容

株 式 会 社 ア ー ル ・
エ ス ・ シ ー 中 部

愛 知 県
名古屋市

30,000
(千円)

100％ ビル管理業

従来、連結子会社であった株式会社アール・エス・シー中部は、連結子会社で

ある日本船舶警備株式会社を存続会社とする吸収合併で消滅したことにより、平

成28年7月1日より、連結の範囲から除外しております。

　なお、存続会社の日本船舶警備株式会社は商号を変更し、株式会社アール・エ

ス・シー中部としております。

　②事業年度末日における特定完全子会社の状況
　特定完全子会社に該当する子会社はありません。

　

(7) 主要な事業内容

①警備保障業務

　オフィスビルから商業施設に至る施設警備、駐車場における交通誘導警備、イ

ベント会場・祭礼等の雑踏警備、防犯・防災システムの機械警備業務

②清掃業務

　オフィスビル・マンション・ショッピングセンター・病院・学校等、あらゆる

建物の床・ガラス・内外壁面・照明器具・上下水管・水槽等の清掃および殺虫殺

鼠・植栽造園の業務

③人材サービス業務

　ＩＴ関係・ファイリング関係・機器操作関係・オフィス事務関係・営業・販売

関係等、それぞれの分野に適した人材を金融機関・民間企業等に派遣する業務、

有料職業紹介業務、各種イベントの企画・制作・運営業務

④設備管理業務

　建物の空調設備の運転・保守管理・電気設備・給排水設備の管理、建物の環境

衛生に関する調査点検、建物の営繕・機械設備システムの設置工事業務

⑤建築工事業務

　各種建築物の改修工事・補修工事・防水工事・内外装工事はじめ建築物のあら

ゆるプランニングおよび工事に関する業務

⑥オフィスサービス業務

　建物の受付案内業務のほか、エレベーターの運転業務・電話交換・館内放送等

の業務

⑦介護サービス業務

　公的介護指定事業者として、東京都の指定を受け要介護者に対し在宅訪問介護

サービスおよび居宅介護支援等各種の介護サービス業務の提供ならびに介護の関

連業務として高齢者宅のハウスクリーニング・バリアフリー化工事等の業務

⑧その他の業務

　マンションの管理ならびに出納事務代行の業務、警備および安全に関する教

育・指導・助言業務、不動産の売買および仲介の業務
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(8) 主要な営業所等

　本店・支店

本 店 東京都豊島区東池袋三丁目１番３号 サンシャインシティ

大 阪 支 店 大阪府大阪市中央区高麗橋四丁目３番７号 北ビル

名 古 屋 支 店 愛知県名古屋市中区錦三丁目２３番３１号 栄町ビル

仙 台 支 店 宮城県仙台市青葉区一番町二丁目４番１号 仙台興和ビル

　子会社

株式会社アール・
エ ス ・ シ ー 中 部

愛知県名古屋市西区那古野一丁目１４番１８号

(9) 従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

360名 ４名増

(注) 1. 当期末日の従業員数を記載しております。
2. 上記のほか、パートタイマー等の臨時従業員は843名です。
3. 上記の従業員数には人材派遣スタッフ394名は含まれておりません。
4. 上記合計1,597名

(10) 主要な借入先

借 入 先 借 入 金 額

千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 286,676

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 164,620

株 式 会 社 東 京 都 民 銀 行 127,400

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 68,640

(注) 当期末日の借入金残高を記載しております。
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２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 10,560,000株

(2) 発行済株式総数 2,934,986株(自己株式5,014株を除く)

(3) 株主数 1,095名

(4) 大株主（上位10名）
　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 サ ン シ ャ イ ン シ テ ィ 723,000株 24.63％

三 菱 地 所 株 式 会 社 183,000株 6.23％

株 式 会 社 テ ー オ ー シ ー 180,000株 6.13％

環 境 整 備 株 式 会 社 75,000株 2.55％

株 式 会 社 東 宝 サ ー ビ ス セ ン タ ー 71,000株 2.41％

ア ー ル ・ エ ス ・ シ ー 協 力 会 社 持 株 会 63,000株 2.14％

ア ー ル ・ エ ス ・ シ ー 従 業 員 持 株 会 62,200株 2.11％

株 式 会 社 協 和 日 成 60,000株 2.04％

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 50,000株 1.70％

渡 部 啓 一 46,000株 1.56％

(注) 持株比率は、自己株式(5,014株)を控除し、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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３．会社役員に関する事項
(1) 取締役および監査役

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

取 締 役 会 長
（代表取締役）

千 葉 春 彦

取 締 役 社 長
（代表取締役）

金 井 宏 夫

取 締 役 副 社 長 本 橋 正
経営企画部長
(株)サンシャインシティ顧問

常 務 取 締 役 山 崎 淳
管理本部長兼総務部長兼関連企業担当
兼コンプライアンス担当
(株)アール・エス・シー中部取締役

常 務 取 締 役 太 田 和 孝 営業本部長兼ＰＦＩ推進事業部長兼名古屋支店担当

常 務 取 締 役 土 屋 利 秋
営業本部副本部長兼ビルマネジメント事業部長
兼介護事業部長
(株)アール・エス・シー中部取締役

取 締 役 相 談 役 前 田 宏
弁護士
日本テレビ放送網(株)社外取締役

取 締 役 木 村 秀 幸
営業推進部長兼人材サービス事業部担当
兼大阪支店担当兼仙台支店担当

常 勤 監 査 役 村 山 和 雄 (株)アール・エス・シー中部監査役

監 査 役 入 沢 和 雄 (株)サンシャインシティ代表取締役専務

監 査 役 柴 田 元 始 　
　

(注) 1.取締役前田宏氏は、社外取締役であり、株式会社東京証券取引所が一般株主保護のため確保
することを義務付けている独立役員であります。

　 2.取締役前田宏氏は、弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程度の知見を有するもの
であります。

　 3.監査役入沢和雄氏および柴田元始氏は、社外監査役であります。
　 4.平成28年６月29日開催の第46回定時株主総会において、常勤監査役 石山厚氏および監査役

村上清正氏が辞任し、監査役に村山和雄氏および柴田元始氏が就任いたしました。
　 5.取締役本橋正氏は、平成28年６月29日付で専務取締役から取締役副社長に就任いたしました。

　

(2) 責任限定契約の内容の概要
　 該当事項はありません。
　

(3) 取締役および監査役の報酬等の額
人 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（うち社外取締役）

　８名
（ １名 ）

77,436千円
（2,265千円）

監 査 役
（うち社外監査役）

　 ５名
（ ３名 ）

13,865千円
（5,308千円）

合 計 13名 91,301千円
　

(注) 1. 上記支給額には当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額12,722千円(取締役11,732
千円、監査役990千円)を含んでおります。

2. 上記支給額のほか、平成28年６月29日開催の第46回定時株主総会終結の決議に基づき、役員
退職慰労金を退任監査役２名に対し3,493千円(うち社外監査役１名 581千円)を支給してお
ります。
なお、この金額には、当事業年度および過年度の事業報告において開示した役員退職慰労引
当金の繰入額3,211千円(監査役２名)を含んでおります。
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(4) 社外役員に関する事項

　① 取締役 前 田 宏

(ⅰ) 重要な兼職先と当社との関係

　取締役前田宏氏は、日本テレビ放送網(株)の社外取締役を兼務しております

が、同社と当社との間に特別な関係はありません。

(ⅱ) 特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。

(ⅲ) 当事業年度における主な活動状況

　取締役前田宏氏は、当期開催の30%の取締役会に出席し、主に弁護士としての

専門的見地から、当社の経営上有用な指摘、ご意見をいただいております。

(ⅳ) 責任限定契約の内容

　該当事項はありません。

　② 監査役 入 沢 和 雄

(ⅰ) 重要な兼職先と当社との関係

　監査役入沢和雄氏は、(株)サンシャインシティ代表取締役専務を兼務してお

ります。(株)サンシャインシティは当社の関連会社であり、同社と当社との間

には、警備、ビルメンテナンス業務の取引があります。

(ⅱ) 特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。

(ⅲ) 当事業年度における主な活動状況

　監査役入沢和雄氏は、当期開催の90%の監査役会および取締役会に出席し、主

に、(株)サンシャインシティ代表取締役専務としての専門的な知識・経験等か

ら、必要に応じて発言をいただいております。

(ⅳ) 責任限定契約の内容

　該当事項はありません。

　③ 監査役 柴 田 元 始

(ⅰ) 重要な兼職先と当社との関係

　該当事項はありません。

(ⅱ) 特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。

(ⅲ) 当事業年度における主な活動状況

　監査役柴田元始氏は、就任後開催の全ての監査役会および取締役会に出席し、

取締役の職務執行状況を確認し、必要に応じて発言をいただいております。

(ⅳ) 責任限定契約の内容

　該当事項はありません。
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４．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

太陽有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　 16,300千円
(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と

金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質
的にも区分できないため、上記金額はこれらの合計金額を記載してお
ります。

2. 監査役会は、会計監査人の報酬額について、会計監査人の前年度の監
査計画と監査実績の比較、前年度の監査結果の内容および監査状況を
確認し、新年度の監査計画の内容、報酬額の見積りを検討した結果、
報酬額は相当であると判断し、同意を行っております。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

会社法第340条第1項に定める事由に該当する等、会計監査人の職務の遂行に支

障があると判断されるときは、会計監査人を解任または不再任といたします。

５．業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制の整備

①当社は、企業としての社会的信頼に応え、ＲＳＣグループ全体の企業倫理およ

び法令遵守の基本姿勢を明確にすべく、コンプライアンス基本方針（以下、「基

本方針」という。）を定める。

②当社の取締役および使用人は、基本方針を率先垂範し実践する。

③当社は、基本方針に「取締役および従業員は、反社会的勢力に対しては断固と

した態度で対応する。」と定め、反社会的勢力に対しては、弁護士、警察等の外

部専門機関との連携強化を図り、組織的に対応することにより、反社会的勢力

との関係を遮断する。

④当社は、「コンプライアンス担当取締役」を任命し、コンプライアンス推進の総

括責任者として、当社のコンプライアンス体制の整備・充実および問題点の把

握に努め、役職員がそれぞれの業務運営の立場において、研修等を通じて、コ

ンプライアンス意識の維持・向上を図る。

(2) 取締役の職務の執行にかかる情報の管理に関する体制の整備

①取締役は、職務執行にかかる情報の保存ならびに情報システムの信頼性等の確

保に関し、「文書管理規程」「情報セキュリティ管理規程」「情報システム管理規

程」に基づき、電磁的記録を含む文書その他重要な情報の作成、保管および廃

棄等の取扱いを明確にする。

②必要に応じて運用状況の検証、各規程の見直し等を実施する等、適正な管理体

制を維持する。
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(3) 損失の危機に対処する規程その他の体制の整備

①当社は、「事業リスク・機会管理規程」に基づき、経営に重大な影響を及ぼすリ

スクと事業に関する好機を迅速に認識し、その情報を共有するため、常勤の取

締役および監査役によって構成する「経営会議」において、リスク評価とその

対応を検討する。

②万が一、不測の事態が発生した場合には、顧問弁護士を含む外部のアドバイザ

ーとともに、迅速、かつ、適切な対応を行い、損害の拡大を防止し、損害を最

小限に止める体制を整える。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の整備

①当社は、定例の取締役会を毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会
を開催する。取締役会の機能を強化し経営効率を向上させるため、前述の経営
会議を毎月２回開催する。

②当社は、「組織規程」「業務分掌規程」「職務権限規程」等の社内規程を整備し、
各役職者の権限と責任の明確化を図り、適正、かつ、効率的な職務の執行が行
われる体制を構築する。

③業務の運営については、将来の事業環境を踏まえた中期経営計画および各年度
予算を立案し、全社目標を設定するとともに、各部門の担当取締役が当該部門
の具体的目標および効率的に目標を達成するための方法を定める。また、「経営
会議」において、担当取締役から業績のレビューと是正策を報告させ、具体策
を推進する。

(5) 当社およびＲＳＣグループにおける業務の適正を確保するための体制の整備

①子会社の取締役等の職務の執行報告における体制ならびに効率化については、
当社が定める「関係会社管理規程」に基づき、適宜、担当部門が受けた報告内
容を月２回開催される経営会議に付すとともに、年２回以上、子会社の代表取
締役が当社の代表取締役に対して職務執行に係る全般の状況報告を実施する。

②子会社の損失危機等の事業リスクおよび機会の管理は、当社が定めたリスクお
よび機会の内容を共有するとともに、２ヶ月に１回定期に開催される取締役会
において、リスク等の内容について協議する。

③子会社は、「組織規程」「業務分掌規程」「職務権限規程」等を定め、各役職者に
権限と責任を与えることで職務の効率化を図る。また、子会社の代表取締役は、
各年度予算および事業計画を立案し効率的に目標を達成するための方法を定め、
取締役会において進捗状況を確認する。

④子会社の取締役および使用人の職務の執行に関し、法令および定款に適合する
ことを確保するため、当社の「コンプライアンス基本方針」を周知するととも
に、担当部門が研修等を通じてコンプライアンス意識の向上を図る。

(6) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制の整備

①監査役が職務を補助する使用人を必要とした場合に、取締役は、監査役との協
議の上、使用人を置くことを承認するものとする。

②使用人が監査役を補助する間は、当該使用人への指揮監督権は監査役に移譲す
ることとし、取締役からの独立性を確保する。

③当該使用人に関し、監査役の指揮命令に従う旨を取締役および役職員に周知徹
底する。
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(7) 監査役への報告に関する体制の整備
①当社の常勤監査役は、ＲＳＣグループの重要な意思決定の過程および業務の執

行状況を把握するため、取締役会や経営会議等の重要な会議に出席、またはそ
の内容について報告を受ける。同時に子会社の監査役と連携し、業務執行に関
する事項について報告を受ける。

②監査役は、主要な稟議書その他の業務の執行に関する重要な文書を閲覧し、必
要に応じて取締役または使用人に説明を求める。

③当社は、監査役への報告を行った取締役および使用人が不利な取扱いを受ける
ことを禁止し、その旨を取締役および役職員に周知徹底する。

(8) 監査役の職務について生ずる費用等に係る方針
当社は、監査役の職務の遂行を抑制することのないよう、監査費用等の処理を

速やかに行う。
(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制の整備

監査役は、代表取締役および監査法人と情報の交換に努め、互いに連携してＲ
ＳＣグループの監査の実効性を確保する。

(10) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①コンプライアンス基本方針に基づき定期的な教育を通じて、コンプライアンス

に関する基本的な考え方を当社およびＲＳＣグループの取締役および使用人に
周知しております。また、法令遵守の総括責任者として「コンプライアンス担
当取締役」を任命しております。

②職務執行に係る情報の管理および情報システムの信頼性を確保するために、情
報セキュリティ委員会を設置し、定期的に当社の情報セキュリティに関しての
報告・検討を行っております。また、情報セキュリティの水準の維持・向上を
図るため、定期的な教育を実施しております。

③当社のリスクおよび機会の管理として、「事業リスク・機会管理規程」に定めら
れているリスク等管理委員会の下に実行部会を設置し、毎年リスク・機会を洗
い出して対応策を作成し、取締役会に付議することにより当社のリスク・機会
を認識し、対応しております。

④取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するために、毎月1回開催する
「取締役会」のほか、経営会議規程に基づき、取締役および監査役が出席する
「経営会議」を毎月２回開催し、職務執行に関する事項および課題の報告・検討
を行っております。なお、取締役会議事録および経営会議議事録は全て作成・
保管しております。

⑤ＲＳＣグループにおける子会社の業務の適正を確保するために、当社の関連企
業担当取締役が子会社の取締役会に出席し、業務執行に関する指示・指導を行
うとともに、当社の「経営会議」にて、子会社の業務執行に関する報告を行っ
ております。

　

６．株式会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する

基本方針については、特に定めておりませんが、敵対的でかつ、企業価値を損な
うと判断される買収に対し、例えば新株予約権の利用等による敵対的買収防衛策
を導入すべく検討してまいります。

　
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成29年３月31日現在)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
千円 千円

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

保 険 積 立 金

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

2,151,036

1,430,471

677,906

8,958

10,567

20,329

3,114

△311

1,084,521

463,123

87,625

364,693

10,804

139,682

47,121

85,437

7,123

481,715

189,152

84,755

65,920

139,567

2,318

流 動 負 債

買 掛 金

短 期 借 入 金

1年内返済予定長期借入金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退職給付に係る負債

役員退職慰労引当金

1,086,228

160,769

93,200

337,911

11,188

13,277

58,984

350,563

43,525

16,808

891,202

349,595

459,843

81,763

負 債 合 計 1,977,430

純 資 産 の 部

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

退職給付に係る調整累計額

1,179,186

302,000

250,237

628,709

△1,760

78,941

61,108

17,832

純 資 産 合 計 1,258,127

資 産 合 計 3,235,557 負債・純資産合計 3,235,557

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

科 目 金 額

千円 千円

売 上 高 5,561,765

売 上 原 価 4,787,077

　 売 上 総 利 益 774,688

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 785,134

　 営 業 損 失 10,445

営 業 外 収 益

受 取 利 息 203

受 取 配 当 金 4,906

不 動 産 賃 貸 料 収 入 1,248

保 険 返 戻 金 1,767

助 成 金 収 入 600

そ の 他 3,484 12,209

営 業 外 費 用

支 払 利 息 9,891

そ の 他 9 9,901

　 経 常 損 失 8,137

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 17

投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,000 4,017

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 134 134

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 4,254

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,453

法 人 税 等 調 整 額 15,176 21,630

当 期 純 損 失 25,885

　 親会社株主に帰属する当期純損失 25,885

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合 計

千円 千円 千円 千円 千円

平 成 28 年 4 月 1 日 残 高 302,000 250,237 669,269 △1,760 1,219,746

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △14,674 △14,674

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失

△25,885 △25,885

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額（純 額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― △40,559 ― △40,559

平 成 29 年 3 月 31 日 残 高 302,000 250,237 628,709 △1,760 1,179,186

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

千円 千円 千円 千円

平 成 28 年 4 月 1 日 残 高 46,228 △11,211 35,017 1,254,763

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △14,674

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失

△25,885

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額（純 額)

14,880 29,043 43,923 43,923

当 期 変 動 額 合 計 14,880 29,043 43,923 3,363

平 成 29 年 3 月 31 日 残 高 61,108 17,832 78,941 1,258,127

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

― 16 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月31日 13時41分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



連 結 注 記 表

【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等】

１． 連結の範囲に関する事項

　 子会社は次の１社であり、連結されております。

　 (株)アール・エス・シー中部

従来、連結子会社であった株式会社アール・エス・シー中部は、連結子会社である日本船舶警備

株式会社を存続会社とする吸収合併で消滅したことにより、平成28年７月１日より、連結の範囲か

ら除外しております。

　なお、存続会社の日本船舶警備株式会社は商号を変更し、株式会社アール・エス・シー中部とし

ております。
　
２．持分法の適用に関する事項

　 該当事項はありません。
　
３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

　 連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。
　
４．会計方針に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

　①有価証券

その他有価証券

　 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　 時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

　②たな卸資産

　 貯 蔵 品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産 定率法

なお、耐用年数及び残存価額については法人税法の規定する方法と同

一の基準によっております。

②無形固定資産 自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法

(3)重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金 従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担分を計上

しております。

③ 役 員 退 職 慰 労

引 当 金

役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく当連結会計年度末要支給

額を計上しております。
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(4)その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

①重要なヘッジ会計の方法

ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法 特例処理の要件を充たしている金利スワップについて特例処理を採

用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 借入金

ヘ ッ ジ 方 針 金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っており

ます。

ヘッジの有効性評価の方法 金利スワップの特例処理の要件を充たしているので、決算日におけ

る有効性の評価を省略しております。

②消費税等の会計処理

　 税抜方式によっております。

③退職給付に係る会計処理の方法

退 職 給 付 見 込 額 の

期 間 帰 属 方 法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度ま

での期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっており

ます。

数 理 計 算 上 の 差 異

及 び 過 去 勤 務 費 用 の

費 用 処 理 方 法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(６年)による定率法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお

ります。

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(６年)による定額法により費用処理しておりま

す。

５．会計方針の変更

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を平成28年４月１日に適用し、平成28年４月１日以

後に取得する建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響はありません。

（追加情報）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28

日）を平成28年４月１日から適用しております。
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【連結貸借対照表に関する注記】

　１．有形固定資産の減価償却累計額 340,818 千円

　２．担保資産及び担保付債務 　

担保に供している資産 建物 68,707 千円

土地 326,061 千円

　 借地権 47,121 千円

上記に対応する債務 1年内返済予定長期借入金 211,371 千円

長期借入金 180,305 千円

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】

１．発行済株式に関する事項

　当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 　

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 2,940,000 ― ― 2,940,000

　
２.配当に関する事項

　(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 14,674 5.00

平成28年

３月31日

平成28年

６月30日

　
　(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

無配のため記載すべき事項はありません。
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【金融商品に関する注記】

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは設備計画及び運転資金の需要計画に照らして、必要な資金を調達しております。

　一時的な余資は主に流動性の高い金融商品で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調

達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は

行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金及び受取手形は顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動等のリスクに

晒されております。

　営業債務である買掛金及び未払費用は、そのほとんどが1ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金は、運転資金及び設備資金に係る資金調達を目的としたものであり、返済日は最長で決算日

後３年であります。このうち一部は金利変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利

スワップ取引）を利用してヘッジしております。

　デリバティブ取引は借入金の支払金利変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引で

あります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権については債権管理規程に従い、担当の部門において取引先の状況を定期的に

モニタリングし取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸

念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同

様の管理を行っております。

②市場リスク（金利変動リスク等）の管理

　当社は、借入金の一部について支払金利の変動リスクを抑制するために金利スワップ取引を利用

しております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、

市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については取引権限及び取引限度額を定めた社内ルールに従い、

担当部門が決済担当者の承認を得て行っております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、担当部門が適時に資金計画表を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等により流

動性を管理しております。なお、連結子会社においても同様の管理を行っております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

（注．２）参照

連結貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

（1）現金及び預金 1,430,471 1,430,471 ―

（2）受取手形及び売掛金 677,906 677,906 ―

（3）投資有価証券 168,471 168,471 ―

資 産 計 2,276,849 2,276,849 ―

（1）買 掛 金 160,769 160,769 ―

（2）１年内返済予定長期借入金 337,911 337,911 ―

（3）未払費用 350,563 350,563 ―

（4）長期借入金 349,595 346,481 △3,113

負 債 計 1,198,839 1,195,725 △3,113

（注.１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブに関する事項

　資 産

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

（3）投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取

引金融機関等から提示された価格によっております。

　負 債

（1）買掛金、（2）１年内返済予定長期借入金、（3）未払費用

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

（4）長期借入金

長期借入金の時価は元利金の合計額を、同様の新規借入を行なった場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。

　デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理され

ているため、その時価の測定は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（注.２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分
連結貸借対照表計上額

(千円)

非上場株式 20,681

合 計 20,681

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら、「（3）投資有価証券」には含めておりません。

（注.３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

1年以内
（千円）

1年超
5年以内
（千円）

5年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,430,471 ― ― ―

受取手形及び売掛金 677,906 ― ― ―

投資有価証券

　その他有価証券のうち満期
　があるもの（債券）

― ― ― ―

合 計 2,108,378 ― ― ―

　

（注.４）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

1年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

長期借入金 337,911 226,340 123,255

合 計 337,911 226,340 123,255

　
【賃貸等不動産に関する注記】

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため注記を省略しております。

【１株当たり情報に関する注記】

(1) １株当たり純資産額 428円 67銭

(2) １株当たり当期純損失 8円 82銭

【重要な後発事象に関する注記】

　該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(平成29年３月31日現在)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
千円 千円

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

工 具 器 具 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

1,884,052

1,212,077

6,936

623,771

8,008

10,567

20,208

2,793

△311

1,086,809

444,464

81,551

123

0

9,088

353,701

138,887

47,121

85,437

6,328

503,458

179,123

35,610

65,093

74,755

147,438

1,437

流 動 負 債

買 掛 金

短 期 借 入 金

1年内返済予定長期借入金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

1,041,998

152,258

93,200

337,911

11,188

13,277

51,705

323,270

8,592

43,525

7,068

907,750

349,595

485,546

72,609

負 債 合 計 1,949,748

純 資 産 の 部

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金

960,052

302,000

250,237

242,000

8,237

409,575

21,479

388,096

395,000

△6,904

△1,760

61,061

61,061

純 資 産 合 計 1,021,113

資 産 合 計 2,970,862 負債・純資産合計 2,970,862

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

科 目 金 額

千円 千円

売 上 高 5,208,292

売 上 原 価 4,496,885

　 売 上 総 利 益 711,406

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 722,153

　 営 業 損 失 10,746

営 業 外 収 益

受 取 利 息 141

受 取 配 当 金 24,881

不 動 産 賃 貸 料 収 入 1,248

保 険 返 戻 金 1,767

そ の 他 2,931 30,970

営 業 外 費 用

支 払 利 息 9,891 9,891

　 経 常 利 益 10,332

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,000 4,000

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 134 134

　 税 引 前 当 期 純 利 益 14,197

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,209

法 人 税 等 調 整 額 15,176 21,386

　 当 期 純 損 失 7,188

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

資 本
準備金

その他資本
剰 余 金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計別途積立金

繰越利益
剰 余 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平 成 28 年 4 月 1 日 残 高 302,000 242,000 8,237 250,237 21,479 395,000 14,958 431,438

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △14,674 △14,674

当 期 純 損 失 △7,188 △7,188

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事 業 年 度 中 の 変 動 額(純額)

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― ― △21,863 △21,863

平 成 29 年 3 月 31 日 残 高 302,000 242,000 8,237 250,237 21,479 395,000 △6,904 409,575

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式
株主資本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

千円 千円 千円 千円 千円

平 成 28 年 4 月 1 日 残 高 △1,760 981,915 46,164 46,164 1,028,080

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △14,674 △14,674

当 期 純 損 失 △7,188 △7,188

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事 業 年 度 中 の 変 動 額 （純 額 )

14,897 14,897 14,897

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 ― △21,863 14,897 14,897 △6,966

平 成 29 年 3 月 31 日 残 高 △1,760 960,052 61,061 61,061 1,021,113

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法に基づく原価法
その他有価証券
　時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

　時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯 蔵 品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産 定率法
なお、耐用年数及び残存価額については法人税法の規定す
る方法と同一の基準によっております。

(2)無形固定資産 自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法

　
３．引当金の計上基準

(1)貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞 与 引 当 金 従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額の当期負担分を計上してお
ります。

(3)退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の
見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を
計上しております。
なお、過去勤務費用については、各期の発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（６年）による定額法により費用処理しており、
数理計算上の差異は、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（６年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌
期から費用処理しております。

(4)役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく当事業年度末要支給
額を計上しております。

　
４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法 特例処理の要件を充たしている金利スワップについて特例処理を採
用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ ッ ジ 方 針

ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段 金利スワップ
ヘッジ対象 借入金
金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っており
ます。
金利スワップの特例処理の要件を充たしているので、決算日におけ
る有効性の評価を省略しております。

(2) 消 費 税 等 の 会 計 処 理 税抜方式によっております。
(3)退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の

未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計
処理の方法と異なっております。
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５．会計方針の変更

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」
（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を平成28年４月１日に適用し、平成28年４月１日以後に取
得する建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響はありません。

（追加情報）
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）

を平成28年４月１日から適用しております。
　

　

【貸借対照表に関する注記】

(1) 関係会社に対する金銭債権債務 短 期 金 銭 債 権 133,654千円

長 期 金 銭 債 権 44,617千円

短 期 金 銭 債 務 2,653千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 305,743千円

(3) 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産 建 物 68,707千円

土 地 326,061千円

借 地 権 47,121千円

　

上記に対応する債務 1年内返済予定長期借入金 211,371千円

長 期 借 入 金 180,305千円

【損益計算書に関する注記】

関係会社との取引高 売 上 高 793,070千円

仕 入 高 29,393千円

販売費及び一般管理費 54,766千円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

　当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数

株 主 の 種 類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式 (株) 5,014 ― ― 5,014
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【税効果会計に関する注記】

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な内訳
繰延税金資産

　未払事業税 3,706千円

　賞与引当金 13,432千円

　退職給付引当金 148,760千円

　会員権等評価損 4,384千円

　株式評価損 4,744千円

　減損損失 28,417千円

　役員退職慰労引当金 22,232千円

　繰越欠損金 37,057千円

　そ の 他 3,070千円

　繰延税金資産小計 265,806千円

　評価性引当金 △75,747千円

繰延税金資産合計 190,058千円

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △22,411千円

繰延税金負債合計 △22,411千円

　繰延税金資産の純額 167,647千円
　
　

【関連当事者との取引に関する注記】

　親会社及び法人主要株主等

属 性 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

その他の
関係会社

(株)サンシャ
インシティ

(被所有)
直接24.63％

・警備・清掃等
の役務の提供

警備等の
業務請負

793,070 売掛金 133,654

・本社事務所の賃借
・役員の兼任

保証金
の差入

―
差入保
証 金

44,617

　

　取引条件及び取引の決定方針等
(1) 警備等の業務請負については、市場価格、総原価を勘案し、毎期価格交渉のうえ決定しておりま

す。
(2) 保証金の差入については、近隣の取引金額を勘案し、決定しております。
(3) 上記金額のうち、取引金額には消費税を含まず、期末残高には消費税を含んでおります。

　

【１株当たり情報に関する注記】

(1) １株当たり純資産額 347円 91銭

(2) １株当たり当期純損失 2円 45銭
　

【重要な後発事象に関する注記】

　 該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年５月11日

株式会社アール・エス・シー
　 取 締 役 会 御中

太陽有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 野 秀 俊 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 河 島 啓 太 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アール・エス・シーの平
成28年４月1日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行
った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社アール・エス・シー及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年５月11日

株式会社アール・エス・シー
　 取 締 役 会 御中

太陽有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 野 秀 俊 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 河 島 啓 太 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アール・エス・シ
ーの平成28年４月1日から平成29年３月31日までの第47期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ
いて監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第47期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議
の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　(１) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　(２) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、経営企画部内部監査課、その他の使用人等と
意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下
の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書
類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査
いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と
意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業
集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100
条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告
に係る内部統制については、取締役等及び太陽有限責任監査法人から当該
内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10
月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算
書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ
の附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(１) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役

の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。なお、財務

報告に係る内部統制については、本監査報告書の作成時点において開示す

べき重要な不備はない旨の報告を取締役等及び太陽有限責任監査法人から

受けております。

(２) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

(３) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

平成29年５月12日

株式会社アール・エス・シー 監査役会

常勤監査役 村 山 和 雄 ㊞

社外監査役 入 沢 和 雄 ㊞

社外監査役 柴 田 元 始 ㊞

以 上

　

以 上
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類
　

１．議決権の代理行使の勧誘者

株式会社アール・エス・シー
代表取締役社長 金 井 宏 夫

　

２．議案および参考事項
　

第１号議案　取締役８名選任の件
　

本総会終結の時をもって、取締役全員（８名）は任期満了となりますので、取

締役８名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

千
ち ば

葉　春
は る ひ こ

彦

(昭和14年２月13日生)

平成４年７月 宇都宮地方検察庁事務局長

800株

平成６年４月 最高検察庁総務課長

平成８年４月 名古屋高等検察庁事務局長

平成９年４月 最高検察庁事務局長

平成11年３月 同庁退官

平成11年８月 公証人就任

平成21年４月 当社顧問

平成21年６月

平成27年６月

当社代表取締役副会長

当社代表取締役会長(現任)

金
か な い

井　宏
ひ ろ お

夫

(昭和28年１月３日生)

平成９年４月 当社総務部長

40,400株

平成11年４月 当社大阪支店長

平成11年６月 当社取締役大阪支店長

平成17年６月 当社取締役業務部長

平成18年５月 当社取締役ビルマネジメント事業部長

平成19年６月 当社常務取締役ビルマネジメント事業部担当

平成23年６月 当社総務部兼関連企業兼コンプライアンス担当

平成25年１月 当社代表取締役常務取締役

平成25年６月 当社代表取締役社長(現任)

本
も と は し

橋　 正
ただし

(昭和28年７月１日生)

平成18年４月 (株)サンシャインシティオフィス事業部長

0株

平成22年６月 同社取締役オフィス事業部長

平成26年４月 同社取締役

平成26年４月 当社顧問

平成26年６月

平成27年６月

平成28年６月

平成28年６月

当社専務取締役経営企画部担当

当社専務取締役経営企画部長

(株)サンシャインシティ顧問(現任)

当社取締役副社長兼経営企画部長(現任)
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氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

山
や ま ざ き

崎　 淳
じゅん

(昭和37年６月21日生)

平成16年７月 当社総務部長

17,100株

平成19年６月 当社取締役総務部長

平成25年５月 (株)アール・エス・シー中部取締役(現任)

日本船舶警備(株)取締役

平成26年６月 当社常務取締役管理本部長兼総務部長兼関連企

業担当兼コンプライアンス担当(現任)

太
お お た

田　和
か ず た か

孝

(昭和38年11月１日生)

平成12年４月 当社総務部長

12,100株

平成16年７月 当社人材サービス事業部長

平成19年６月 当社取締役人材サービス事業部長

平成22年５月 当社ＰＦＩ推進事業部長兼任

平成25年４月 当社名古屋支店長兼任

平成26年６月

平成27年９月

当社常務取締役営業本部長兼営業推進部長兼Ｐ

ＦＩ推進事業部長

当社常務取締役営業本部長兼ＰＦＩ推進事業部

長兼名古屋支店 担当(現任)

土
つ ち や

屋　利
と し あ き

秋

(昭和35年６月１日生)

平成14年４月 当社営業部長

11,100株

平成19年６月 当社取締役ビルマネジメント事業部長

平成26年６月 当社常務取締役営業本部副本部長兼ビルマネジ

メント事業部長兼介護事業部長(現任)

平成27年５月 (株)アール・エス・シー中部取締役(現任)

日本船舶警備(株)取締役

木
き む ら

村　秀
ひ で ゆ き

幸

(昭和44年７月10日生)

平成22年６月 当社経営企画部長

2,300株
平成26年６月 当社取締役経営企画部長

平成27年９月 当社取締役営業推進部長兼人材サービス事業部

担当兼大阪支店担当兼仙台支店担当(現任)

但
た だ き

木　敬
け い い ち

一

(昭和18年７月１日生)

[新任候補者]

平成18年６月 検事総長

0株

平成20年６月 退官

平成20年７月

[ 重要な兼職

イオン(
(株)大和
日本生命
(株)フジ
(株)ミロ

弁護士登録(現任)

の状況 ]

株)社外取締役
証券グループ本社社外取締役
保険(相)社外監査役
タ社外監査役
ク情報サービス社外監査役

　

(注) 1. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 但木敬一氏は、社外取締役候補者であります。
3. 但木敬一氏は、株式会社東京証券取引所が一般株主保護のため確保することを義務付けて

いる独立役員であります。
4. 社外取締役候補者の選任理由および独立性について

(1) 但木敬一氏につきましては、弁護士としての専門的な知識・経験等を当社の経営にい
かしていただきたいため、社外取締役として選任をお願いするものであります。同氏
は直接、企業経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、社外取締役と
しての職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。

(2) 但木敬一氏は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産（取締
役としての報酬を除く。）を受ける予定はなく、また過去２年間に受けていたこともあ
りません。

(3) 但木敬一氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶者、三
親等以内の親族その他これに準ずるものではありません。
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第２号議案　補欠監査役１名選任の件

法令または定款に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠

監査役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

　霜
し も と り

鳥　俊
と し ゆ き

之

(昭和44年５月７日生)
0株平成28年６月 (株)サンシャインシティ経理部長（現任）

(注) 1. 補欠監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 霜鳥俊之氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
3. 霜鳥俊之氏につきましては、当社が関連会社となる株式会社サンシャインシティの経理部

長としての専門的な知識・経験等を、当社の監査体制にいかしていただくため、補欠監査
役への選任をお願いするものであります。なお、同氏は、過去社外役員となること以外の
方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、上記理由により社外監査役として、
その職務を適切に遂行できるものと判断しております。

　

第３号議案　退任取締役１名への退職慰労金贈呈の件

取締役相談役前田宏氏は、本総会終結の時をもって退任されますので、在任中

の労に報いるために、当社における一定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労

金を贈呈することとし、その具体的金額、贈呈の時期、方法等に関しましては、

取締役会にご一任願いたいと存じます。

退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

前　田
まえ だ

　 宏
ひろし

平成２年５月 当社取締役相談役(現任)

　

　

― 35 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月31日 13時41分 $FOLDER; 35ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



第４号議案　役員の退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給の件
　

当社は、経営改革の一環として役員報酬制度の見直しを行い、平成29年４月24

日開催の取締役会において、本定時株主総会終結の時をもって役員の退職慰労金

制度を廃止することを決議いたしました。

これに伴い、第１号議案「取締役８名選任の件」を原案どおりご承認いただい

た場合に再任される取締役７名および現任監査役３名に対し、本総会終結の時ま

での在任中の労に報いるため、当社における一定の基準に従い相当額の範囲内で

退職慰労金を打ち切り支給したいと存じます。

なお、その支給の時期は各氏の取締役および監査役退任の時とし、その具体的

な金額および方法等は、取締役については取締役会に、監査役については監査役

の協議によることにご一任願いたいと存じます。

打ち切り支給の対象となる役員の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

千
ち ば

葉　春
は る ひ こ

彦

平成21年６月

平成27年６月

当社代表取締役副会長

当社代表取締役会長

現在に至る

金
か な い

井　宏
ひ ろ お

夫

平成11年６月 当社取締役

平成19年６月 当社常務取締役

平成25年１月 当社代表取締役常務取締役

平成25年６月 当社代表取締役社長

現在に至る

本
も と は し

橋　 正
ただし

平成26年６月 当社専務取締役

平成28年６月 当社取締役副社長

現在に至る

山
や ま ざ き

崎　 淳
じゅん

平成19年６月 当社取締役

平成26年６月 当社常務取締役

現在に至る

太
お お た

田　和
か ず た か

孝

平成19年６月 当社取締役

平成26年６月 当社常務取締役

現在に至る

土
つ ち や

屋　利
と し あ き

秋

平成19年６月 当社取締役

平成26年６月 当社常務取締役

現在に至る

木
き む ら

村　秀
ひ で ゆ き

幸
平成26年６月 当社取締役

現在に至る

村
む ら や ま

山　和
か ず お

雄
平成28年６月 当社監査役（常勤）

現在に至る

入
い り さ わ

沢　和
か ず お

雄
平成22年６月 当社監査役（社外）

現在に至る

柴
し ば た

田　元
げ ん し

始
平成28年６月 当社監査役（社外）

現在に至る
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サンシャインシティ
文化会館

サンシャインシティ
直通地下通路

ワールド イン
ポートマートビル

アルパ

公園

至　新大塚 至　飯田橋

トヨタ自動車

池袋ビル

サ
ン
シ
ャ
イ
ン通

り

サ
ン
シ
ャ
イ
ン

60
通
り

東口

西武百貨店パルコ
池袋駅

ＪＲ(山手線、埼京線、湘南新宿ライン)
東京メトロ(丸ノ内線、有楽町線、副都心線)

東武東上線

西武池袋線

至　新宿ＪＲ線

明治通り

春
日
通
り

首
都
高
速
5

号
線

ライズシティ
池袋

ロッテリア

ビックカメラ

35番出口

公園

東
池
袋
ラ
ン
プ

グ
リ
ー
ン
大
通
り

三井住友銀行

サンシャインシティ

地下道入口

東急ハンズ

サ
ン
シ
ャ
イ
ン

60
ビ
ル

サ
ン
シ
ャ
イ
ン
シ
テ
ィ

プ
リ
ン
ス
ホ
テ
ル

東池袋駅６・７番出口
（東京メトロ有楽町線）

第47回定時株主総会会場ご案内図

会 場 東京都豊島区東池袋三丁目１番３号

　 サンシャインシティ ワールドインポートマートビル５階

コンファレンスルーム「Room４」

交 通 東京メトロ有楽町線「東池袋」駅６・７番出口より地下

　 通路で徒歩４分

　 ＪＲ、東京メトロ、西武池袋線、東武東上線 「池袋」駅

　 東口（35番出口）より徒歩10分

　（ご照会先）株式会社アール・エス・シー　総務部

　 TEL（03）5952-7211（大代表）
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